
安
倍
「
働
き
方
改
革

」

八
つ
の
毒
饅
頭
で
過
労
死
・
低
賃
金

㈠

労
働
時
間
の
上
限
規
制

過
労
死
ラ
イ
ン
ま
で
容
認

電
通
事
件
等
で
、
若
者
の
過
労
自
殺
が

相
次
ぎ
社
会
問
題
に
な
り
ま
し
た
。

し
か
し
、
政
府
は
財
界
言
い
な
り
の
労

働
時
間
規
制
を
法
案
と
し
て
、
秋
の
臨
時

国
会
に
他
の
悪
法
と
一
括
議
案
と
し
て
提

案
を
も
く
ろ
ん
で
い
ま
す
。

し
か
し
、
そ
の
中
身
は
一
言
で
言
え
ば

「
過
労
死
容
認
時
間
外
規
制
」
で
あ
り
ま
す
。

現
在
の
労
働
基
準
法
の
労
働
時
間
規
制

は
、
１
週
間
40
時
間
、
１
日
８
時
間
で
あ

り
ま
す
が
、
同
法
36
条
で
時
間
外
労
働
の

労
使
協
定
を
結
べ
ば
、
労
働
者
を
過
労
死

さ
せ
る
無
制
限
（
特
別
条
項
付
き
）
な
長

時
間
労
働
を
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

ま
た
、
時
間
外
労
働
の
限
度
基
準
を
労

働
大
臣
告
示
で
週
15
時
間
、
月
45
時
間
、

年
間
３
６
０
時
間
を
基
準
と
し
て
い
ま
す

が
、
罰
則
付
の
強
制
力
は
あ
り
ま
せ
ん
。

政
府
が
労
働
者
の
過
労
死
を
根
絶
さ
せ

る
目
的
の
労
働
時
間
規
制
を
作
る
な
ら
。

せ
め
て
大
臣
告
示
の
時
間
外
労
働
を
罰
則

付
の
規
制
に
す
べ
き
で
あ
り
ま
す
。

し
か
し
、
財
界
。
大
企
業
言
い
な
り
の

自
公
政
権
は
、
労
使
協
定
の
時
間
外
の
限

度
を
原
則
大
臣
告
示
と
す
る
と
言
っ
て
い

ま
す
が
、
１
週
15
時
間
規
制
を
外
し
、
臨

時
的
特
別
な
事
情
が
あ
る
場
合
、
年
間
７

２
０
時
間
（
月
平
均
60
時
間
）
を
上
限
と

し
て
認
め
て
い
ま
す
。

そ
の
上
、
「
一
定
の
業
務
量
が
増
加
す

る
」
い
わ
い
る
繁
忙
期
に
は
、
２
～
６
カ

月
平
均
で
休
日
労
働
を
含
ん
で
80
時
間
、

単
月
で
は
１
０
０
時
間
ま
で
認
め
る
と
言

う
内
容
で
す
。

し
か
も
上
限
の
年
７
２
０
時
間
に
は
、

休
日
労
働
が
含
ま
れ
て
お
ら
ず
、
結
局
、

時
間
外
と
休
日
労
働
と
合
わ
せ
る
と
毎
月

80
時
間
、
年
間
９
６
０
時
間
と
い
う
過
酷

な
長
時
間
労
働
が
容
認
さ
れ
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
労
働
時
間
規
制
で
は
、

「
過
労
死
認
定
基
準
」
の
時
間
外
労
働
、

月
45
時
間
を
超
え
る
と
過
労
死
の
危
険
が

徐
々
に
強
ま
り
、
お
お
む
ね
月
１
０
０
時

間
、
２
カ
月
連
続
80
時
間
以
上
の
認
定
基

準
と
同
じ
で
あ
り
ま
す
。

そ
の
上
、
自
動
車
運
転
・
建
設
・
医
師

は
５
年
先
送
り
し
、
自
動
車
運
転
に
関
し

て
は
、
そ
の
後
に
年
９
６
０
時
間
（
月
80

時
間
）
と
す
る
長
時
間
労
働
を
温
存
す
る

も
の
で
す
。

政
府
案
で
は
、
過
労
死
容
認
の

労
働
時
間
規
制
に
な
る

政
府
案
に
対
し
て
、
多
く
の
労
働
組

合
や
過
労
死
家
族
の
会
等
か
ら
「
過

労
死
容
認
法
」
と
言
わ
れ
、
反
対
運

動
が
取
組
ま
れ
て
い
ま
す
。

秋
の
臨
時
国
会
に
向
け
、
法
案
提
出

阻
止
の
運
動
の
強
化
が
必
要
で
す
。

㈡

残
業
代
ゼ
ロ
制
度

労
働
者
を
労
働
時
間
規
制
の
対
象
か

ら
外
す
「
高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ

ル
制
度
」
（
高
プ
ロ
制
度
）
を
新
設

す
る
労
働
基
準
法
改
悪
案
（
残
業
代

ゼ
ロ
法
案
）
は
、
２
０
１
５
年
４
月
に
国

会
に
提
出
さ
れ
て
以
来
、
審
議
入
り
で
き

ず
、
継
続
審
議
に
な
っ
て
い
ま
す
。

安
倍
首
相
は
、
導
入
要
件
を
年
収
１
０

７
５
万
円
以
上
の
高
度
専
門
職
と
し
、
本

人
同
意
を
条
件
と
し
て
い
る
の
で
、
全
労

働
者
の
３
％
程
度
と
言
っ
て
い
ま
す
.

し
か
し
、
経
団
連
榊
原
会
長
は
、
将
来

年
収
４
０
０
万
円
ま
で
引
き
下
げ
、
全
労

働
者
の
10
％
ま
で
引
き
上
げ
る
と
言
っ
て

い
ま
す
。過

労
死
し
て
も
自
己
責
任

「
連
合
」
を
巻
き
込
ん
で
成
立
を
狙
う

た
め
、
労
働
者
の
「
健
康
確
保
措
置
」
の

修
正
を
図
り
ま
し
た
。

法
案
に
は
①
「
勤
務
時
間
の
イ
ン
タ
ー

バ
ル
（
休
息
）
制
度
」
②
「
１
ヶ
月
又
は

３
カ
月
の
上
限
時
間
設
定
」
③
「
年
１
０

４
日
以
上
の
休
日
」
と
い
う
三
つ
の
選
択

か
ら
一
つ
を
選
ぶ
と
し
て
い
ま
す
。

修
正
で
は
、
「
年
１
０
４
日
以
上
の
休

日
」
を
選
択
で
な
く
義
務
と
し
ま
し
た
。

し
か
し
、
「
年
１
０
４
日
」
と
は
、
週

休
二
日
制
度
で
、
あ
と
は
、
24
時
間
、
夏

休
み
も
正
月
休
み
も
な
く
働
く
と
い
う
こ

と
で
す
。
「
高
プ
ロ
制
度
」
は
修
正
で
な

く
撤
回
さ
せ
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

㈢

裁
量
労
働
制
の
拡
大

安
倍
「
働
き
方
改
革
」
で
は
、
仕
事
の

進
め
方
な
ど
労
働
者
に
裁
量
を
委
ね
る

「
裁
量
労
働
制
度
」
を
営
業
職
に
も
拡
大

す
る
こ
と
を
ね
ら
っ
て
い
ま
す
。

裁
量
労
働
制
度
と
は
、
仕
事
の
仕
方
を

労
働
者
の
裁
量
に
委
ね
る
必
要
が
あ
る
業

務
が
対
象
で
、
使
用
者
が
出
退
勤
時
間
な

ど
に
つ
い
て
具
体
的
に
指
示
を
し
な
い
働

き
方
で
す
。

裁
量
労
働
制
度
に
は
、
専
門
業
務
型
（
１

９
８
８
年
導
入
）
と
、
企
画
業
務
型
（
２
０

０
０
年
導
入
）
の
２
種
類
が
あ
り
ま
す
。

専
門
業
務
は
、
新
商
品
の
研
究
開
発
、
情

報
シ
ス
テ
ム
の
分
析
・
設
計
等
19
業
務
。
企

画
業
務
型
は
、
企
業
の
中
枢
部
門
で
企
画
、

立
案
、
調
整
、
分
析
の
業
務
が
対
象
で
す
。

厚
労
省
の
調
査
（
２
０
１
３
年
）
に
よ

る
と
、
裁
量
労
働
の
労
働
者
は
、
最
長
で

12
時
間
以
上
働
く
人
が
い
る
企
業
の
割
合

が
、
専
門
業
務
型
で
53
％
、
企
画
業
務
型

で
45
％
に
の
ぼ
っ
て
お
り
、
長
時
間
労
働

が
助
長
さ
れ
て
い
ま
す
。

但
し
、
裁
量
労
働
制
で
働
く
労
働
者
の

割
合
は
専
門
業
務
型
１
・
２

％
、
企
画
業
務

型
０
・
３
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
た
め
、
財

界
・
大
企
業
は
規
制
緩
和
を
求
め
て
き
ま

し
た
。

提
案
営
業
に
導
入

政
府
案
で
は
、
企
画
業
務
型
に
対
し
て
、

「
課
題
解
決
型
提
案
営
業
」
と
「
実
施
状

況
の
評
価
を
行
う
業
務
」
を
加
え
ま
し
た
。

「
提
案
営
業
」
と
は
、
過
労
自
殺
し
た

電
通
の
新
人
女
性
社
員
が
担
当
し
て
い
た

業
務
で
す
。
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
を
売
る
だ

け
で
な
く
、
顧
客
の
要
望
に
合
わ
せ
て
商

品
・
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
業
務
で
す
。

い
ま
の
営
業
の
多
く
は
こ
う
し
た
提
案
営

業
の
側
面
を
抱
え
て
い
ま
す
。

こ
れ
が
裁
量
労
働
制
に
加
え
ら
れ
る
と
、

飛
躍
的
に
裁
量
労
働
制
で
働
く
労
働
者
が

増
え
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

営
業
職
は
タ
ダ
働
き

電
通
社
員
の
よ
う
に
、
月
１
０
０
時
間
を

超
え
る
長
時
間
労
働
に
な
っ
て
も
自
己
責
任

に
さ
れ
て
し
ま
い
、
長
時
間
・
サ
ー
ビ
ス
残

業
に
拍
車
を
か
け
る
の
は
必
至
で
す
。

損
保
ジ
ャ
パ
ン
で
は
、
対
象
業
務
に
な
っ

て
い
な
い
支
店
や
支
社
の
一
般
営
業
職
に

導
入
し
、
職
員
１
万
８
千
人
の
う
ち
６
３

７
４
人
が
昨
年
４
～
８
月
の
残
業
時
間
は
、

月
20
時
間
の
「
見
な
し
労
働
」
の
２
倍
働

か
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

こ
れ
は
、
脱
法
行
為
で
是
正
さ
せ
る
こ

と
が
で
き
ま
し
た
が
、
導
入
さ
れ
た
ら
合

法
化
さ
れ
タ
ダ
働
き
の
長
時
間
労
働
が
蔓

延
し
ま
す
。

㈣

「
同
一
労
働
同
一
賃
金
」

安
倍
首
相
は
「
非
正
規
と
い
う
言
葉
を

一
掃
す
る
」
「
同
一
労
働
同
一
賃
金
を
実

現
す
る
」
と
繰
り
返
し
き
ま
し
た
。

「
同
一
労
働
同
一
賃
金
」
と
は
、
同
じ

価
値
を
も
つ
労
働
を
す
れ
ば
、
同
じ
賃
金
、

同
じ
処
遇
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
言

う
考
え
方
で
す
。

し
か
し
、
政
府
案
で
は
基
本
給
や
一
時

金
（
賞
与
）
に
つ
い
て
、
企
業
が
判
断
す

る
能
力
や
業
績
、
企
業
へ
の
貢
献
、
人
材

の
活
用
の
仕
組
み
な
ど
で
「
違
い
に
応
じ

た
支
給
」
を
す
れ
ば
よ
い
と
し
ま
し
た
。

格
差
を
温
存
・
固
定
化
す
る
も
の
で
あ
り
、

「
同
一
労
働
同
一
賃
金
」
名
に
値
し
ま
せ
ん
。

人
材
活
用
で
差
別

具
体
例
を
示
し
た
「
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

（
指
針
）
案
」
で
は
、
「
管
理
職
コ
ー
ス

の
正
社
員
の
基
本
給
が
、
同
じ
仕
事
を
す

る
パ
ー
ト
社
員
よ
り
、
ペ
ナ
ル
テ
ィ
ー
な

ど
が
あ
る
社
員
の
基
本
給
が
高
い
」
と
い

う
ケ
ー
ス
は
問
題
と
な
り
ま
せ
ん
。

一
時
金
（
賞
与
）
に
つ
い
て
も
、
ま
っ

た
く
支
給
し
な
い
の
は
問
題
と
す
る
が
、

「
会
社
へ
の
貢
献
」
に
応
じ
て
格
差
を
つ

け
る
こ
と
認
め
て
い
ま
す
。

通
勤
手
当
や
食
事
手
当
な
ど
各
種
の
手

当
い
つ
い
て
は
同
一
、
同
率
の
支
給
と
し
、

食
堂
な
ど
福
利
厚
生
施
設
に
つ
い
て
も
同

一
の
利
用
を
求
め
て
い
ま
す
。

た
だ
し
、
パ
ー
ト
社
員
が
採
用
さ
れ
た

区
域
外
へ
転
居
し
た
場
合
、
通
勤
手
当
は

採
用
区
域
内
の
分
し
か
支
給
せ
ず
、
正
社

員
に
は
全
額
支
給
し
て
も
問
題
な
い
と
し

て
い
ま
す
。

こ
れ
で
は
勤
務
地
変
更
が
な
い
パ
ー
ト
・

有
期
労
働
者
の
格
差
是
正
に
は
つ
な
が
り

ま
せ
ん
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
（
国
際
労
働
機
関
）
パ
ー

ト
労
働
条
約
１
７
６
号
で
こ
う
し
た
違
い

全日本港湾労働組合関西地方阪神支部書記局ニュース『安倍「働き方改革」阻止』特集号 2017年9月3日

全
港
湾
阪
神
支
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記
局
ニ
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特
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号

労働基準法32条

■ 格差容認のガイドライン

待遇項目 主な内容

基本給 能力などに応じて格差

一時金 貢献などに応じて格差

役職手当 役職・責任び応じて格差

教育訓練 職務などに応じて格差

その他手当 通勤手当は採用区域内

福利厚生 食堂、休憩室は同一

No - 1

（限
度
基
準

（法
定

原
則

三六協定 労使協定

特例

繁忙期
休日労働
を含める特

別
の
事
情
で

（ 現 行） （政府案 ）

労
働
時
間
の
上
限
規

年間９６０時間
月100時間未満限
2～6ヶ月平均80時間



は
認
め
ら
て
お
ら
ず
、
世
界
的
流
れ
に
逆

行
し
て
い
ま
す
。

経
団
連
は
、
企
業
が
判
断
す
る
「
仕
事
・

役
割
・
貢
献
度
」
に
応
じ
て
処
遇
す
べ
き

だ
と
主
張
し
て
い
ま
す
。

立
証
の
証
責
任
な
く

政
府
案
で
は
、
企
業
に
対
し
て
不
合
理

な
格
差
の
立
証
責
任
を
求
め
ず
、
労
働
者

に
説
明
す
れ
ば
よ
い
と
し
ま
し
た
。

し
か
し
、
仕
事
な
ど
を
評
価
す
る
の
は

使
用
者
で
す
。
労
働
者
に
立
証
責
任
を
課

し
た
ま
ま
で
は
、
是
正
を
求
め
る
こ
と
も

困
難
に
な
り
ま
す
。

郵
政
グ
ル
ー
プ
で
は
、
約
19
万
人
も
の

非
正
規
労
働
者
の
多
く
が
正
社
員
と
同
じ

職
務
や
責
任
を
担
っ
て
働
い
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
非
正
規
社
員
に
年
末
・
年
始

手
当
や
住
宅
手
当
、
夜
間
手
当
も
な
く
、

夏
季
・
冬
季
手
当
は
年
間
１
０
０
万
円
近

い
格
差
が
あ
り
ま
す
。
夏
季
・
冬
季
休
暇

も
な
く
、
病
気
休
暇
も
無
給
で
す
。

格
差
を
固
定
す
る
「
抜
け
穴
」
を
許
さ

ず
、
雇
用
形
態
や
性
別
な
ど
の
す
べ
て
の

格
差
を
禁
止
し
、
同
一
労
働
同
一
賃
金
の

実
現
に
つ
な
が
る
法
改
正
が
求
め
ら
れ
て

い
ま
す
。㈤

最
低
賃
金

日
本
の
最
低
賃
金
制
度
は
、
二
つ
の
欠

陥
が
り
ま
す
。

一
つ
は
、
最
低
賃
金
で
は
八
時
間
働
い

て
も
生
活
で
き
な
い
金
額
で
あ
る
こ
と
。

二
つ
目
は
、
全
国
一
律
最
低
賃
金
制
度

で
無
く
、
都
道
府
県
別
で
あ
り
、
特
に
、

地
方
ほ
ど
低
い
額
で
あ
り
ま
す
。

世
界
的
に
は
、
ほ
と
ん
ど
の
国
が
全
国

一
律
の
最
低
賃
金
を
決
め
て
い
ま
す
。

そ
の
理
由
は
、
国
家
と
し
て
国
民
が
ど

の
地
域
で
働
い
て
も
同
じ
賃
金
で
働
く
こ

と
を
保
障
（
平
等
な
権
利
）
す
る
必
要
が

あ
る
か
ら
で
す
。

今
年
度
の
日
本
の
最
低
賃
金
は
政
府
の

目
標
額
で
あ
る
「
年
率
３
％
程
度
を
目
途
」

に
、
全
国
加
重
平
均
で
、
昨
年
よ
り
25
円

引
き
上
げ
ら
れ
８
４
８
円
と
な
り
ま
し
た
。

最
高
額
が
東
京
都
９
５
８
円
、
最
低
額

が
高
知
、
佐
賀
、
長
崎
、
熊
本
、
大
分
、

宮
崎
、
鹿
児
島
、
沖
縄
の
８
県
の
７
３
７

円
。
東
京
都
で
は
、
月
収
に
換
算
（
月
の

労
働
時
間
１
７
３
・
８
時
間
で
計
算
）
す
れ

ば
、
16
万
６
０
０
０
円
、
年
収
で
よ
う
や

く
２
０
０
万
円
程
度
（
手
取
り
で
は
、
１

７
０
万
円
を
下
回
る
）
手
取
り
額
で
は
月

平
均
14
万
円
程
度
で
あ
り
、
１
人
暮
ら
し

で
は
生
活
で
き
ま
せ
ん
。

全
労
連
の
加
盟
労
組
が
、
全
国
各
地
で

実
施
し
た
最
低
生
計
費
調
査
で
は
、
時
給

１
４
０
０
円
～
１
５
０
０
円
が
必
要
と
の

結
果
が
出
て
い
ま
す
。

今
、
年
収
２
０
０
万
円
に
満
た
な
い
ワ
ー

キ
ン
グ
プ
ア
は
、
１
１
３
０
万
人
に
達
し

て
い
ま
す
。
早
急
に
全
国
で
１
０
０
０
円

を
実
現
す
る
と
と
も
に
、
１
５
０
０
円
を

目
指
す
運
動
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

東
京
一
極
集
中

今
年
度
の
改
定
で
、
最
高
額
と
最
低
額

の
地
域
間
格
差
が
、
２
１
８
円
か
ら
２
２

１
円
に
拡
大
し
ま
し
た
。
月
収
で
３
万
０

０
０
円
、
年
収
で
45
万
円
格
差
に
な
り
、

東
京
一
極
集
中
は
止
ま
り
ま
せ
ん
。

安
倍
自
公
政
権
の
地
方
創
生
は
、
地
方

破
壊
を
賃
金
か
ら
も
進
め
て
い
ま
す
。

景
気
拡
大
に
必
要

安
倍
首
相
も
、
経
団
連
に
賃
上
げ
を
要

請
し
ま
す
が
、
政
府
と
し
実
効
性
を
も
っ

て
「
全
国
一
律
最
低
賃
金
制
度
」
と
大
幅

ア
ッ
プ
を
行
え
ば
、
国
内
消
費
が
拡
大
し

デ
フ
レ
脱
却
が
で
き
ま
す
が
、
財
界
・
大

企
業
い
い
な
り
政
治
で
は
出
来
ま
せ
ん
。

㈥

解
雇
の
金
銭
解
決

働
き
方
改
革
実
行
計
画
で
は
、
「
雇
用

吸
収
力
、
付
加
価
値
の
高
い
産
業
へ
の
転

職
・
再
就
職
支
援
」
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

「
企
業
に
と
っ
て
必
要
な
人
材
を
速
や

か
に
確
保
」
「
労
働
参
加
率
や
生
産
性
向

上
」
に
つ
な
が
る
と
し
て
、
、
企
業
の
都

合
で
自
由
に
労
働
力
を
調
達
、
削
減
で
き

る
よ
う
に
し
よ
う
と
い
う
ね
ら
い
で
す
。

そ
の
た
め
に
ね
ら
わ
れ
て
い
る
の
が
、
不

当
な
解
雇
を
し
て
も
、
お
金
さ
え
払
え
ば

解
雇
が
で
き
る
「
解
雇
の
金
銭
解
決
制
度
」

の
創
設
で
す
。

「
解
雇
の
金
銭
解
決
制
度
」
は
、
厚
生

労
働
省
に
設
置
さ
れ
た
検
討
会
が
5
月
、

労
働
者
側
が
強
く
反
対
し
た
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
強
引
に
報
告
書
を
と
り
ま
と
め
、

今
秋
か
ら
労
働
政
策
審
議
会
（
労
政
審
）

で
法
制
化
の
議
論
を
始
め
よ
う
と
し
て
い

ま
す
。カ

ネ
さ
え
払
え
ば

大
企
業
が
自
ら
招
い
た
事
業
の
失
敗
に

よ
る
、
赤
字
経
営
を
事
業
閉
鎖
等
の
合
理

化
で
労
働
者
を
不
当
に
解
雇
を
お
こ
な
い
。

労
働
者
が
労
働
組
合
等
で
た
た
か
い
、
裁

判
な
ど
で
「
不
当
解
雇
」
を
勝
ち
取
っ
て

も
、
一
定
額
を
支
払
え
ば
解
雇
で
き
る
制

度
で
す
。

経
済
同
友
会
は
、
金
額
に
つ
い
て
、

「
賃
金
の
半
年
分
か
ら
１
年
半
分
の
範
囲

と
す
べ
き
で
あ
る
」
と
意
見
書
を
発
表
し

て
い
ま
す
。

大
企
業
の
リ
ス
ト
ラ
合
理
化
推
進
と
、

た
た
か
う
労
働
組
合
の
組
合
員
排
除
に
も

利
用
さ
れ
ま
す
。

㈦

労
働
政
策
審
議
会

労
働
政
策
に
つ
い
て
は
政
府
・
使
用
者
・

労
働
者
の
３
者
が
、
対
等
・
平
等
に
協
議

し
て
決
定
す
る
「
３
者
構
成
」
が
、
原
則

と
な
っ
て
い
ま
す
。
国
際
労
働
機
関
（
Ｉ

Ｌ
Ｏ
）
を
は
じ
め
各
国
で
共
通
す
る
大
原

則
で
す
。

「
労
働
現
場
の
ル
ー
ル
は
、
現
場
を
熟

知
し
た
当
事
者
で
あ
る
労
使
が
参
加
し
て

決
め
る
こ
と
が
重
要
」
（
厚
労
省
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
）
だ
か
ら
で
す
。

と
こ
ろ
が
、
安
倍
政
権
は
、
使
用
者
の

求
め
る
政
策
を
押
し
付
け
る
た
め
、
こ
の

原
則
を
破
壊
し
、
労
働
者
の
意
見
を
で
き

る
だ
け
排
除
し
て
、
押
し
付
け
る
仕
組
み

を
作
り
上
げ
よ
う
と
ね
ら
っ
て
い
ま
す
。

日
本
で
は
、
厚
生
労
働
相
の
諮
問
機
関

で
あ
る
労
働
政
策
議
会
（
労
政
審
）
が
設

置
さ
れ
、
現
在
、
労
政
審
本
審
の
下
に
７

分
科
会
、
15
部
会
が
置
か
れ
て
い
ま
す
。

本
審
、
分
科
会
、
部
会
の
い
ず
れ
も
公
益
・

使
用
者
・
労
働
者
の
３
者
同
数
の
代
表
に

よ
っ
て
構
成
さ
れ
、
労
働
政
策
を
審
議
・

決
定
し
て
き
ま
し
た

基
本
部
会
で
大
枠

し
か
し
、
政
府
・
厚
労
省
は
７
月
、
３

者
同
数
に
よ
ら
な
い
「
基
本
部
会
」
を
設

置
し
、
審
議
を
開
始
さ
せ
ま
し
た
。

基
本
部
会
の
委
員
は
全
員
、
有
識
者
と

し
て
選
出
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
現
在
選

出
さ
れ
て
い
る
12
人
の
う
ち
、
使
用
者
側

の
立
場
が
４
人
で
、
労
働
者
側
は
わ
ず
か

１
人
。
他
の
委
員
７
人
は
、
財
界
の
主
張

を
展
開
し
て
き
た
大
学
教
員
ら
で
、
極
め

て
ゆ
が
ん
だ
構
成
に
な
っ
て
い
ま
す
。

財
界
要
求
が
論
点

厚
労
省
が
基
本
部
会
の
審
議
事
項
と
し

て
示
し
た
の
は
、
「
技
術
革
新
の
動
向
と

労
働
へ
の
影
響
」
「
生
産
性
向
上
、
円
滑

な
労
働
移
動
、
職
業
能
力
開
発
」
「
時
間
・

空
間
・
企
業
に
し
ば
ら
れ
な
い
働
き
方
」

の
三
つ
の
論
点
。
い
ず
れ
も
財
界
側
が
労

働
法
の
規
制
緩
和
・
骨
抜
き
を
進
め
る
た

め
に
求
め
て
い
る
テ
ー
マ
ば
か
り
で
す
。

労
働
者
保
護
を
議
論
す
べ
き
労
政
審
が
、

労
働
法
制
の
骨
抜
き
を
議
論
す
る
な
ど
あ
っ

て
は
な
ら
な
い
こ
と
で
す
。
基
本
部
会
の

動
向
を
注
視
し
、
労
働
者
保
護
法
制
の
骨

抜
き
を
許
さ
な
い
運
動
が
求
め
ら
れ
て
い

ま
す
。

㈧

「
柔
軟
な
働
き
方
」

「
働
き
方
改
革
実
行
計
画
」
で
は
、

「
柔
軟
な
働
き
方
が
し
や
す
い
環
境
整
備
」

を
掲
げ
、
個
人
で
請
け
負
っ
た
仕
事
を
自

宅
な
ど
で
行
う
「
非
雇
用
型
テ
レ
ワ
ー
ク
」

な
ど
「
雇
用
契
約
に
よ
ら
な
い
働
き
方
」

を
広
げ
て
い
ま
す
。

雇
用
対
策
法
を
改
定
し
、

「
生
産
性
の
向
上
」
と
と

も
に
「
多
様
な
就
業
形
態

の
普
及
」
を
国
の
施
策
に

加
え
る
こ
と
を
ね
ら
っ
て

い
ま
す
。
労
働
基
準
法
な

ど
の
対
象
外
と
な
る
人
を

増
や
し
、
無
権
利
、
低
収

入
の
働
き
方
を
広
げ
る
も

の
で
す
。

雇
用
の
安
定
や
労
働
条
件

の
向
上
を
は
か
る
労
働
政

策
を
変
質
・
後
退
さ
せ
る

も
の
で
す
。

「
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
」
な
ど
と
呼
ば
れ
る

個
人
事
業
主
や
請
負
．
委
託
な
ど
の
働
き

方
が
広
が
り
、
約
１
１
２
２
万
人
に
の
ぼ

る
と
い
う
推
計
も
あ
り
ま
す
。

手
取
り
約
13
万
円

佐
川
急
便
の
孫
請
け
事
業
主
は
、
午
前

８
時
～
午
後
10
時
ま
で
50
件
～
60
件
の
配

達
を
し
て
も
、
１
件
あ
た
り
の
単
価
は
１

３
５
円
で
、
手
取
り
収
入
は
約
18
万
円
。

ガ
ソ
リ
ン
代
な
ど
を
引
く
と
約
13
万
円
に

し
か
な
り
ま
せ
ん
。

端
末
で
常
時
、
監
督
さ
れ
、
配
送
の
指

示
な
ど
も
絶
え
ず
送
ら
れ
て
く
る
た
め
、

雇
用
さ
れ
て
い
る
の
と
大
き
く
変
わ
ら
な

い
実
態
で
あ
り
ま
す
。

安
倍
「
働
き
方
改
革
」
を

国
民
と
全
労
働
者
を
視
野
に
、

安
倍
政
権
打
倒
の
運
動
と

共
闘
し
、
阻
止
し
よ
う

！
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これだけ違う規制・安全網

労働者 フリーランス

最低賃金 ○ ×

厚生年金 ○ ×

労災休業補償 ○ ×

傷病手当金 ○ ×

育児休業 ○ ×

失業給付 ○ ×

No - 2

労働政策審議会 労政審

基本部会

規
制
改
革
会
議

産
業
競
争
力
会
議

経
済
財
政
諮
問
会
議

派
遣
法
改
悪
案

残
業
ゼ
ロ
法
案

「円
滑
」な
労
働
移
動

「柔
軟
」な
働
き
方

経
済
財
政

諮
問
会
議
な
ど


